(別添様式１)
平成２３年度　９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:消費者行政活性化基金を活用した消費者行政予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　補正要求額：41,231千円
（現計予算額：133,750千円　　　補正後予算額：174,981千円）

	要求内容


	１　要求の内容


・平成２２年度の県の消費生活相談の実績（平成２３年６月公表）のうち、高齢者からの相談割合及び平均契約金額が過去１０年間で最高を記録するなど、高齢者の被害者増加の実態が明らかになった。そこで、高齢者やその家族や関係者等に対して、消費者トラブルを未然防止するための広報・啓発を集中的に実施する。
・平成２４年４月からは、全国共通ダイヤル「消費者ホットライン」が直接市町村に接続されるようになるなど、市町村においては、住民からの第一義的な消費生活相談窓口としての機能を果たしていくことが求められている。
・そこで、市町村における消費生活相談窓口の強化や、食の安全・安心確保（放射能汚染対策）のための事業への支援を図るとともに、県においても、専門的な相談への対応や、不当な取引をする事業者への指導等の強化を図り、県・市町村ともに消費者行政充実の為の体制を強化する。
Ⅰ　消費者教育・広報・啓発

（１）高齢者等啓発キャンペーンの実施
　　　　　　平成　　　　　　　　平成２２年度の高齢者からの相談割合及び平均契約金額が過去１０年で最高を記録す　　　　　　　　録するなど、高齢者の被害の実態が明らかになったことから、年中行事などで家族　　が集　　　　　　　　が集まる１月を中心に、高齢者とその家族、民生委員などの支援者向けの広報・啓発啓　　　　　　　　発を集中的に実施し、被害防止と対応方法の普及を図る。

　・県内各地でのパネル展及び啓発リーフレット・チラシ等の配布

　・悪質商法防止寸劇ＤＶＤの作成・配布　等
　
Ⅱ　市町村への支援
（１）市町村相談窓口向けマニュアルの作成
市町村のニーズを取り入れた相談対応マニュアルを作成し、窓口業務を支援する。
（２）市町村における相談窓口整備や食品安全対策等に対する補助
相談窓口整備や食品の放射能汚染対策等について、追加の事業計画のある市町村に対する財政支援。
　Ⅲ　県窓口の機能強化

（１）電話設備の更新

県民生活相談センターの電話回線をアナログからデジタルに更新して、通話可能な電話台数を増やし、県民からの相談により多く対応できるようにする。

（２）公用車の購入

　　　　　　　　悪質事業者に対する立入検査や指導、県民に対する消費者教育等の出前講座に活用
（３）消費生活相談員のスキルアップ

　　　　　　　　　　　複雑・高度な相談案件に対応するため、弁護士等の専門家による助言を受け、相談

員のスキ　　　　　　　員のスキルアップを図る。

　Ⅳ　法執行体制の強化

（１）法執行体制強化のための機器購入

　　　　　　　悪質商法の手口が巧妙かつ複雑化し、複数の関係事務所に同時に立入検査を実施する
必要性が高　　　　　　　必要性から、パソコン、プリンタ等の機器を購入し、立入検査の実効性を担保する。

【参考】消費者行政における県と市町村の役割

　県：市町村に対する支援、専門的な相談への対応、不当な取引や表示をする事業者の指導、処分等
　市町村：住民からの第一義的な相談対応
	２　所要経費


（１）高齢者等啓発キャンペーンの実施　　　　　　　 9,430千円

（２）市町村相談窓口向けマニュアルの作成　　　　　 4,143千円

　（３）市町村における相談窓口整備及び
食品安全（放射能汚染対策）に対する補助　　20,746千円
（４）電話設備の更新　　　　　　　　　　　　　　　 2,526千円
（５）公用車の購入　　　　　　　　　　　　　　　　 2,084千円
（６）消費生活相談員のスキルアップ　　　　　　　　 1,196千円
（７）法執行体制の機能強化のための機器購入　　　　　 454千円　　　　　　　 
（８）その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　 652千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　５　安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる

　　
	２　これまでの取組状況


　消費者安全法（平成21年９月１日施行）により、市町村の責務として住民からの消費生活に関する相談に対応することが明記されたことを受け、県内市町村においても消費生活相談窓口の整備が促進されている。

　また、県の中核的な相談窓口である岐阜県県民生活相談センターでは、県民からの消費生活相談への対応のほか、市町村の相談業務に対する支援や、県民への出前講座、不当な取引を行う事業者に対する指導等を行っている。　
        市町村における消費生活センター等整備状況
	年度
	２１
	２２
	２３

	消費生活センター
	１
	２
	２

	消費生活相談窓口
	１６
	２９
	３２

	計
	　１７
	３１
	３４


　　　　　　　　　（注）21年度、22年度は年度末現在の市町村整備数
　　　　　　　　　　　　23年度は７月末時点の市町村整備数

	３　これまでの取組に対する評価


　消費生活のトラブルを抱えた住民にとって、身近で相談しやすい市町村の消費生活相談窓口の整備は促進されているが、今後はその機能充実に努め、県民がどこに住んでいても適切な消費生活相談ができる機能の充実・強化が求められている。

　また、県においては、中核的な相談窓口としての更なる機能強化や、市町村への相談対応のノウハウ支援等を継続するとともに、悪質な事業者への指導強化に取り組む必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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